
令和6年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業実施結果

Ｎｏ 事業名 担当課

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

総事業費
（円）

交付金充当
（円）

事業開始 事業完了 備考
計測
有無

指標分類 実績値 単位 効果 具体的な理由

1
物価高騰対策低所得世帯追加支援事業
【物価高騰対策給付金】

健康福祉課

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５,R６の累計給付金額
R５年度分の住民税非課税世帯　3183世帯×70千円　　のうちR６計画分
④R５年度分の住民税非課税世帯　（3183世帯）

14,420,000 14,420,000 R6.1.4 R6.6.20 完了 有り

対象世帯に
対して令和6
年1月までに
支給を開始す
る

R6.1 月 効果的であった
低所得世帯の経済的負担を軽減するこ
とが出来た。

2
物価高騰対策住民税均等割のみ課税世帯支援事業
【物価高騰対策給付金】

税務課
健康福祉課
こども未来課

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５,R６の累計給付金額
令和５年度均等割のみ課税世帯　756世帯×100千円、令和６年度非課税化世帯　285世帯×100千円、令和６
年度均等割のみ課税化世帯　247世帯×100千円、子ども加算　489人×50千円、定額減税を補足する給付の対
象者　12042人　(279660千円）　　のうちR６計画分
事務費　26781千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託料　人件費　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（1288世帯）、定額減税を補足する給付の対象者数（12042人）

386,382,852 386,382,852 R6.3.1 R6.11.29 完了 有り

対象世帯に
対して令和6
年3月までに
支給を開始す
る

R6.3 月 効果的であった
低所得世帯、及び子育て世代等の経済
的負担を軽減することが出来た。

3
物価高騰対策住民税非課税世帯支援事業
【物価高騰対策給付金】

健康福祉課

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R６の累計給付金額
令和６年度住民税均等割非課税世帯　3800世帯×30千円、子ども加算　343人×20千円　　のうちR６計画分
事務費　7156千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託料　人件費　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（3800世帯）

123,246,823 123,246,823 R7.3.3 R8.3.13 完了 有り

対象世帯に
対して令和7
年3月までに
支給を開始す
る

R7.3 月 効果的であった
低所得世帯の経済的負担を軽減するこ
とが出来た。

4
学校給食費緊急支援事業
（国のR5補正予算充当分）

学校教育課

【№11と13は同一事業】【国のR5補正予算分】
①物価・エネルギー価格高騰により、食材費高騰に直面している学校給食において、安心安全な栄養バランスの取
れた学校給食の水準を維持するため、給食費の一部を補助する。
②学校給食食材費に係る費用（教職員は除く）
③食材費補助分
　小学校
　　1,885人×350円×11月＝7,257,250円
    1,846人×200円×  6月＝2,215,200円（下半期増額分）
　　1,851人×200円×  3月＝　  832,950円（３学期増額分）
　中学校
　　1,070人×350円×11月＝4,119,500円
    1,049人×200円×  6月＝1,258,800円（下半期増額分）
　　1,046人×200円×  3月＝　　470,700円（３学期増額分）
  ※計16,155千円のうち、15,051千円を国R5補正充当
④小中学校及び児童生徒の保護者

15,051,000 14,862,750 R6.4.1 R7.3.31 完了 有り
延べ
55,000食
以上の補助

55,000 食 効果的であった
低所得世帯、及び子育て世代等の経済
的負担を軽減することが出来た。

５
保育園給食費緊急支援事業
（国のR5補正予算充当分）

こども未来課

【№12と14は同一事業】【国のR5補正予算分】
①保育園給食の食材費高騰に伴い、安心安全な栄養バランスの取れた学校給食の水準を維持するため、給食費の
一部を補助する。
②保育園給食食材費に係る費用（教職員は除く）
③食材費補助分
　園児分　87名×300円×12ヶ月　313,200円
　園児分　87名×675円×  4ヶ月　234,900円（１２月以降増額分）
※計549千円のうち、414千円を国R5補正充当
④公立保育園及び園児の保護者

414,000 414,000 R6.4.1 R7.3.31 完了 有り
延べ900食
以上の補助

900 食 効果的であった
低所得世帯、及び子育て世代等の経済
的負担を軽減することが出来た。

６
学校給食費緊急支援事業
（国のR6補正予算充当分）

学校教育課

【№11と13は同一事業】【国のR6補正予算分】
①物価・エネルギー価格高騰により、食材費高騰に直面している学校給食において、安心安全な栄養バランスの取
れた学校給食の水準を維持するため、給食費の一部を補助する。
②学校給食食材費に係る費用（教職員は除く）
③食材費補助分
　小学校
　　1,885人×350円×11月＝7,257,250円
　　1,846人×200円×  6月＝2,215,200円（下半期増額分）
　　1,851人×200円×  3月＝　　832,950円（３学期増額分）
　中学校
　　1,070人×350円×11月＝4,119,500円
    1,049人×200円×  6月＝1,258,800円（下半期増額分）
　　1,046人×200円×  3月＝　　470,700円（３学期増額分）
　※計16,155千円のうち、1,104千円を国R6補正充当
④小中学校及び児童生徒の保護者

871,200 871,200 R6.4.1 R7.3.31 完了 有り
延べ
55,000食
以上の補助

55,000 食 効果的であった
低所得世帯、及び子育て世代等の経済
的負担を軽減することが出来た。

7
保育園給食費緊急支援事業
（国のR6補正予算充当分）

こども未来課

【№12と14は同一事業】【国のR6補正予算分】
①保育園給食の食材費高騰に伴い、安心安全な栄養バランスの取れた学校給食の水準を維持するため、給食費の
一部を補助する。
②保育園給食食材費に係る費用（教職員は除く）
③食材費補助分
　園児分　87名×300円×12ヶ月　313,200円
　園児分　87名×675円×  4ヶ月　234,900円（１２月以降増額分）
※計549千円のうち、135千円を国R6補正充当
④公立保育園及び園児の保護者

91,050 91,050 R6.4.1 R7.3.31 完了 有り
延べ900食
以上の補助

900 食 効果的であった
低所得世帯、及び子育て世代等の経済
的負担を軽減することが出来た。
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